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要 請 書

我が国は、超高齢社会、本格的な人口減少社会の到来により、今後、

とりわけ地方の衰退が加速することが懸念されている。

全国の農業・農村においては、過疎化、高齢化、担い手不足、米価

の下落など課題が山積している。

このような中、政府は３月末に、新たな「食料・農業・農村基本計

画」を閣議決定し、新たな計画の下、食料・農業・農村施策の改革を

進め、次代を担う若者達が希望の持てる「強い農業」と「美しく活力

ある農村」の創出を目指して、政府一丸となり各種施策を計画的に推

進することを表明したところである。

農業農村整備は、地方創生、国土強靱化、農業の競争力強化といっ

た現下の政策課題への対応において重要な役割を果たしており、上記

計画の実現に当たって欠くことのできない施策である。

しかしながら、平成22年度に農業農村整備事業関係予算は大幅に

削減され、回復基調にあるものの、今年度においても、まだまだ地域

の熱い期待に十分応える水準にはなっていない。事業の安定的・計画

的な実施のためには、当初予算の回復が必要不可欠であり、平成28

年度当初予算においては、地域の要望を十分に満たす規模を確保する

必要がある。

加えて、農業・農村施策の改革を加速化するためにも、平成２７年

度追加予算の確保も必要である。

全国の水土里ネットは、これまで培ってきた経験と技術を活用し、

国が目指す施策の展開方向を踏まえ、積極的な貢献を果たしていく覚

悟の下、ここに集う我々の総意として、次の事項の実現を国に強く要

請する。

記

１ 農業農村整備事業関係予算について、安定的・計画的な事業
実施のために、平成2８年度当初予算において、地域の要望に
十分応えられる規模を確保すること。

２ 平成27年度において追加的な予算措置を講ずること。
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